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図表――文中挿入 又は 節の最終頁に 「３章２節５番目」なら図表３－２
－５と表記  図の下に引用元を明記  
引用――（前川 洋一郎『カラオケ文化産業論』ＰＨＰ研究所､２００５年、
５～８頁）論文､記事は｢  ｣とし 単なる掲載紙誌は文中で紹介 
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した。カラオケが誕生して 30 年有余。カラオケ人口 5000 万人弱、ユーザー市場規模は１兆円近い。何故こ
こまで短期間で発展し、巨大なアミューズメント産業となったのか。 








 構成は、第 1章で問題認識として研究計画の概要をまとめ。 






 そして、第 6章はまとめをした。 
言うまでもなく、カラオケはローテクで世俗的な産業にみえるが、その本質がこれほどハイテクで先進の
ビジネスモデルの産業はないことを改めて確認した。 
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松下電器産業株式会社（以下 松下電器と略す）に約 40 年間在籍し、実業を通じてエ
レクトロニクス業界の発展に貢献してきたと、自負してきた筆者にとって、最近の 10 年














 特に初期の 8 トラックカラオケのマーケティング、電子タイプライタ、音声合成電子学
習機の新規創業に没頭した。 
 次に 1986 年より、本社経営企画室でトップの参謀として、全社中期計画、全社構造改














                         
①-1-1 ＩＴ 情報技術 Information Technology 
①-1-2 ＭＯＴ 技術経営 Management of  Technology 























                         
①-1-3 前川洋一郎「Business Computer News」（週刊BCN）(株)BCN 2004 年 1月～連載コラム「大遊泳時代」 
①-1-4 野口恒、前川洋一郎、川上礼史『カラオケ文化産業論―21世紀の生きがい社会を作る』2005 年 PHP研究所 

















          ２０Ｃ型成長モデルの閉塞 構造改革   
選別と集中  グローバル化 
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（H16 年 2 月 15 日筆者作成） 
家電メーカーの
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Ｓ５３～５８年   業界初ホームカラオケの企画発売 
          家電市場のカラオケルートの開発 
´００～´０３年  マイクカラオケ「ゆめカラ」事業立ち上げ 





































´００～´０３年 インターネットｈi-ｈo 事業の拡大 
         関西ケーブル事業６社の統合 
         BS／CS 放送への出資進出 
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第２節 論文構成の考えとキーワード 
  
































                         
①-2-1 『カラオケ白書 2004』2004 年 全国カラオケ事業者協会 
①-2-2 電通総研『情報メディア白書 2005』2004 年  ダイヤモンド社 












 第 5 章は、「ユビキタス社会の新しいバリューチェーンの概念とプラット
フォームのモデル」で、問題解決と提言である。 
 第 2 章で問題提起し、第 3 章で先行研究に学び、第 4 章で分析した結果か
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キーワード 
 
カラオケ産業         Karaoke Industry 
 
バリューチェーン       Value Chain 
 
プラットフォーム       Plat Form 
 
(融合)コンバージェンス     Convergence 
 
イノベーション        Innovation 
 
アントレプレナーシップ    Entrepreneur  ship 
 
ソフトコンテンツ       Soft Contents 
 
デジタルネットワーク     Digital Network 
 
ソリューションサービス    Solution Service 
 
ビジネスモデル            Business Model 
 
ユビキタス          Ubiquitous 
 
コンシェルジュ        Concierge 
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第３節 研究の範囲と対象・背景 
 
 １９９０年代後半より、産業の IT 活用によるサービス化の進展が顕著で
あり、メーカーが付加価値増大のためにＩＴを利活用して、川下のサービス
事業へ進出することが試行されてきた。 


























 ところが、同書の第 2 章では、佐久間隆が三つの問題提起をしている。 
一つは、第三次の肥大化で、一次と二次の区分がみえなくなってきたこと。 
                         
①-3-1 牧野 昇、月尾嘉男『日本を変える新・成長産業』1994 年 PHP 研究所 183 頁 
①-3-2 南部鶴彦、伊藤成康、木全紀元『ネットワーク産業の展望』1994 年 日本評論社、56 頁、60
頁、62－66 頁 
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二つは、情報通信の技術革新により、二次＋サービスの 2.5 次なるもの、三







野口悠紀雄は「日本経済改造論」①-3-3 で GDP において´01 年製造業は大
きなウェイトであるものの低下して 20．5％である。サービス業は逆転して
























                         
①-3-3 野口悠紀雄「日本経済改造論 第 1 回」2004 年 10 月 9 日 週刊東洋経済 108 頁 
①-3-4 佐和隆光『サービス化経済入門』1994 年 中央公論社 3 頁、16 頁、18－19 頁 179－180 頁 










産業別就労人口の比率       
（GDP に対する比率％） 
  90 年 01 年 
民間経済活動 93.6 92.7 
農林水産業 2.5 1.4 
鉱業 0.3 0.1 
製造業 26.5 20.5 
建設業 9.8 7.0 
電気・ガス・水道業 2.5 2.9 
卸売・小売業 13.2 13.9 
金融・保険業 5.6 6.6 
不動産業 10.6 13.3 
運輸・通信業 6.6 6.3 
サービス業 16.1 20.6 
政府サービス生産 7.7 9.3 
電気・ガス・水道業 0.6 1.0 
サービス業 2.6 2.8 
公務 4.5 5.5 
（注）内閣府経済社会総合研究所国民経済計算
部「国民経済計算年報」より計算 
2004．10．9  週刊東洋経済 
 







 専門領域と研究計画の関連  
           










































 第二は、話題の MOT 技術経営や起業工学の視点に加えて、技術をコアとす
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第 5 節 これまでの中間報告 
 
・平成 16 年 2 月 15 日 高知工大の入試面接において、「松下電器の「もの
＋サービス」事業における新しい企業内モデルの考察」と題して研究のスタ
ートを切った。 
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の機会を得た。 
 
・平成 16 年 1 月 30 日 TBS 系列全放送局第 16 回ＪＮＮデジタル勉強会 
 「デジタル・ネットワークの動向と地域情報サービスの今後」 
・平成 16 年 6 月 15 日 日本生命 毎日新聞社共催フォーラム 21 
 「エレクトロニクス業界の新潮流と松下の超製造業改革」 
・平成 17 年 2 月 2 日 日本能率協会・大阪府共催 インターメディアフォ
ーラム 2005 
 「デジタル革命が生みだす新家電新サービスの潮流」 






・ 平成 16 年 1 月～「Business Computer News」（週刊 BCN） 
連載コラム「大遊泳時代」H17 年 6 月末現在第 74 回 
・ 平成 17 年 3 月『カラオケ文化産業論』PHP 研究所 共著出版 
・ 平成 17 年 6 月 関西社会経済研究所「ヌーベルエポック」誌 
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②-1-1 「カラオケ」新村 出・編 広辞苑第四版 1991 年 岩波書店 542 頁 
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②-2-1 野口 恒・編 『カラオケ文化産業論』 第 2章 前川 洋一郎 2005 年 ＰＨＰ研究所 56 頁～60頁 

































































                         
②-2-3 J.A.シュンペータ 清成 忠男・編訳 『企業家とは何か』 1998 年、東洋経済新報社 153頁、158 頁 
②-2-4出川 通 『技術経営の考え方』 2004年 光文社 
②-2-5弘岡 正明 『技術革新と経済発展』 2003年 日本経済新聞社 
②-2-6 P.F.ドラッカー 上田 惇生・訳『イノベーションと起業家精神（上）』 2003 年 ダイヤモンド社 46 頁 








































































































































































                         
②-3-1野中 郁次郎 「経済教室」の「知識社会と企業」2000年 1月 27日～2月 7日 日本経済新聞 
②-3-2伊丹 敬之 「場のマネジメント序説」 1992 年 組織科学、第 26巻第 1号 
②-3-3伊丹 敬之・加護野 忠男 『ゼミナール経営学入門』 2004年、日本経済新聞社 507 頁 
②-3-4古川 一郎 『出会いの場の構想力』 1999年 有斐閣 29 頁 
②-3-5國領 二郎 『オープンネットワーク経営』 1996 年 148 頁～149 頁 




の歴史を各種資料をもとにまとめると後掲の図表 2-4-1 となる。 
この表は、カラオケをテーマに選択しているので、メディアの全てを網羅していないが、

































                         






















































































                         
②-4-2 クレイトン M.クリステンセン 玉田 俊平太・監 伊豆原 弓・訳、『イノベーションのジレンマ』 2004 年 翔
泳社 9頁 
②-4-3 J.A.シュンペータ 清成 忠男・編訳 『企業家とは何か』 1998 年、東洋経済新報社 153頁 
②-4-4新宅 純二郎、許斐 義信、柴田 高『デファクトスタンダードの本質』 2000年 有斐閣 13頁 







                         
②-4-5藤末 健三 『技術経営入門』 2004 年 日経ＢＰ社 54 頁 
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第５節 カラオケの時代区分とマーケットの特徴 
 
第 1 節から第 4 節までの産業発展、業界構造の変化を、小川博司の『メディア時代の音
楽と社会』②-5-1 と生明俊雄の『マルチメディア化の先行が明らかにしたビデオ映像として
のカラオケ諸特性』②-5-2 及び全国カラオケ事業者協会の『ＪＫＡ１０周年記念誌』②-5-3 を






























                         
②-5-1小川 博司 『メディア時代の音楽と社会』 1993 年 音楽之友社、126 頁 
②-5-2生明 俊明 「マルチメディア化の先行が明らかにしたビデオ映像としてのカラオケの諸特性」 1999年 情報通
信学会誌 VOL.17, NO.1 53-54 頁 
②-5-3全国カラオケ事業者協会 『ＪＫＡ10周年記念誌』 2005 年 
②-5-4石井 淳蔵 「マーケティングにおけるイノベーション研究の課題と展望」ビジネスレビュ－ 1997 年 VOL.45, 
NO.1 70 頁、71頁、75頁 

























































































































































  39 
図表 2-6-1 
カラオケ人口と市場規模の推移
S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H16
1970年 1975 1980 1990 1995 2000 20041985
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約１２１億円 約４１２億円 約１，６５５億円 約２１３億円
約４，３０１億円 約３，０７７億円 約４７３億円
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図表 2-6-3 
市場規模：算出基礎データ①        2004 年 10 月 20 日 
                                  ⓒY.Maekawa 
S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 
  
1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 
カラオケファン人口 (300)     (700)     (1500)     (2000) 2760 
トータル業界出荷金額           200 320 380 540 795 1780 
金額（億円）                 （1000）     
ユーザー市場規模 
台数（万台）                       
普及率  10%     20%     40%     60%   
酒場 
普及台数（万台）  1.6     4     10       18   
ＢＯＸ ルーム数                       
ソフト出荷 金額（億円）           50  80  100  110  130  300  






金額（億円）           150 200 222 236 200 600 
台数（万台）             18 8 26 59 120 
ハード出荷 
金額（億円）             20 32 94 265 480 





家庭普及率 普及率             (1)   (3) 5.5 7.4 
 




S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 
  
1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 
カラオケファン人口 2980 2510 2030 1970 1870 1740 1980 4660 5240 5360 5810 
トータル業界出荷金額 2930 2280 2005 2100 2100 1990 1990 2250 2250 2350 2350 
金額（億円）       5250       6750       
ユーザー市場規模 
台数（万台）                    
普及率   80%     90%         95%      
酒場 
普及台数   26.0     31.0        35.0   
ＢＯＸ ルーム数           52578  82031  107488 128204 
ソフト出荷 金額（億円） 500  550 735 900 （トータル金額） 1500  1800  2000  






金額（億円） 830 680 530 510             
台数（万台） 151 92 65 52 45 52 52 53 60 40 35 
ハード出荷 
金額（億円） 900 550 390 360 270 260 250 250 300 200 140 





家庭普及率 普及率 9.2 11.7 12.0 12.3 14.0 13.8 15.0 15.3 15.5 13.7 13.3 
 

























H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 
  
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 
カラオケファン人口 5890 5850 5690 5630 5270 5060 4900 4800 4800 4820  4780 
トータル業界出荷金額 2280 2494 2093 1824 1200 1100       1127   
金額（億円）   11640 12980 12689 10982 10113 9085 8929 8646 7851  7466 
ユーザー市場規模 
台数（万台）   54.0 64.0 61.0 55.0 52.4 50.5 48.7 47.7 47.0  46.2 
普及率     92％          70％        
酒場 
普及台数  26 35 32 28．5 27．0 26．0 25．0 24．0 23．2  22.5 
ＢＯＸ ルーム数 139200 146400 160680 160500 155000 148000 141000 135000 137000 135400  134900 
トータル出荷 金額（億円） 2100 2344 1943 1724 1088 1014 928 1007 943 997  867 






金額（億円）   1697  1441   964 503  364  277  351  371  395   454 
台数（万台） 34           100     40   
ハード出荷 
金額（億円） 100                 30   





家庭普及率 普及率 12.9   8.4 8.4 8.3 7.9 7.7 7.9 9.2 7.5   
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図表 2-6-4 





· ハード開発統計────────────２０人／モデル ＝ ４ ０
０人 
· 営業サービス────１社５０人    ＝ ６ ０
０人 
· 製造下請────────────２０人×１モデル  ＝ ４ ０
０人 
· システム設計・ＳＥ──────────２０人×２０モデル ＝ ４ ０
０人 
· マイク・アクセサリー業界開製販２０社×２５  ＝１，０００人 
 
（２）ソフトメーカー（内カラオケ関連）   １０，０００名 
· レコード───２１社×１００人 ＝２，１００人 
· 映像─────４１社×５０人 ＝２，０００人 
· スタジオ───１００社×１０人 ＝１，０００人 
· ＭＩＤＩ制作─２００社×１０人 ＝２，０００人 
 
（３）カラオケコンテンツクリエイター 
· 作詞作曲 教室指導者 演奏家 映像家 ＝２，５００名 





    １社平均年商５億円──平均人数２０人＝６，０００人 
 















· 酒場   ２３１，９２７店×２人  ＝４６０，０００人 
· ＢＯＸ  １０，４８０店×１０人  ＝１０５，０００人 
· 旅館・ホテル １０３，１３６施設×２人 ＝２０６，０００人 
· バス   ３０，０００台×１人  ＝ ３０，０００人 
· 飲食店  ２８，０００店×１人  ＝ ２８，０００人 
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今日、２０００年代に入り、これがＩＣＴ（Information Communication Technology 
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図表 ３-２-４ プラットフォーム概念のまとめ      H17 年 5 月 12 日ⒸＹ．Ｍａｅｋａｗａ 
  機能・役割 特長 
製 品 




レ ベ ル 
アプリケーション 
集約化 オープン デファクトスタンダード 
流 通 






レ ベ ル 
取引手順 















 業 界 
レ ベ ル 
価格形成 需給調整 
顧客開拓 リーダーシップ 
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③-2-10  高橋 進 他「２００４年東京国際デジタル会議・ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ」、日経ビジネス、2004 年 10 月 25 日号 
③-2-11  水野裕司「経営の視点」、日本経済新聞、2004 年 10月 25 日 
③-2-12   坂村健「経済教室」、日本経済新聞、2004 年 1月 14日 
図表 ３-２-６ 新しいＥ２Ｅﾚｲﾔｰ型ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ     
ⒸY.Maekawa 
サ ー ビ ス 
端 末 
業 界 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 
Ｎ Ｗ / 流 通 
情 報 コ ン テ ン ツ 
公 共 ・ 業 界 イ ン フ ラ 
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2001 年 1 月松下電器・経営方針ＨＰより 
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融 合 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 
映画   音楽   放送   出版   交通   医
ＶＯＤ  カラオケ  ＥＣ  ゲーム   ＳＯＨＯ 
パッケージ シアター 電波 ＣＡＴＶ 通信 
スクリーン  ＤＶＤ  ＴＶ  携帯電話  カード 
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図表 ４-２-２ ＡＶ機器の国内出荷台数の推移 
（ ＪＥ ＩＴ Ａ 統 計 よ り ）
企 業 数 　 　 　 　 　 　




１ ３ ３ １ ３ ９
１ ４ ６ １ ４ ９
１ ６ １ １ ６ １ １ ６ ８Ｃ Ｄ プ レ ー ヤ 据 置
Ｃ Ｄ プ レ ー ヤ
２ ５
３ ９ ４ ７
４ ４
４ ９
７ ０ ８ １ ７ ０
５ １
４ ９
ビ デ オ デ ィ ス ク






４ ６ ５ ４ ４ １
４ ２ １ ３ ７ １
４ ２ ２
Ｈ ｉＦ ｉ据 置 Ｖ Ｔ Ｒ
１ ５ １ 万 台
８ ６
６ ２ ４ ８
３ ８ ２ ９ ５ 　 ８ トラ ッ ク カ ラ オ ケ
H 1 ７ 年 ２ 月 １ ８ 日
© Y .M ae k a w a
８ ト ラ ッ ク カ ラ オ ケ
８ ト ラ ３ ４ 社 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 １ ５ 社 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 終 息 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 通 信 ２ 社 → ５ 社 →
Ａ Ｖ 機 器 の 国 内 出 荷 台 数 の 推 移
 













































1987年 1989年 1991年 1993年 1994年
『パイオニア白書』より














図表 ４-２-４ 映像カラオケソフトの制作手法 
映像カラオケソフトの制作手法
70.0%

























           『パイオニア白書』
より 




































Ｄ登場以降、もう早や 2001 年よりＣＤ、ＶＴＲを圧倒している。 





































































          *ＤＶＤは録再機含む、ＰＣゲーム除く 


























































































































































1998 1999 2000 2001 2002 2003
ビデオテープ ビデオディスク
CD映像関連 ＤＶＤ
『日本映像ソフト協会統計』より（※） ＤＶＤ－ＲＯＭ、その他は除  
































































































































































































































H5 （年度末）6 7 8 9 10
（万契約）
11 12 13 14 15
（1993年）  
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図表 ４-４-２ デジタルネット家電への進化 
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図表 ４-４-５ ユビキタス社会のカラオケサービス 
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                                 Ｈ17 年 3 月 5 日 
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④-5-1  ＤＲＭ：Digital Rights Management 
④-5-2  ＣＲＭ：Customer Relationship Management 
④-5-3  ＣＦＭ：Cash Flow Management 
④-5-4  『カラオケ文化産業論』147～150 頁 






                         
④-5-5  内田和成『デコンストラクション経営革命』、日本能率協会ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｾﾝﾀｰ、1998 年、38～40
頁 




































































                         
⑤-1-1  ネット家電「きょうのことば」日本経済新聞、2004年 12 月 21 日 
⑤-1-2 デジタル家電「ネットワーク化進むデジタル情報家電」電波新聞、2005 年 2月 7日 
⑤-1-3  小泉純一郎内閣総理大臣 第 156 回 国会 施政方針演説 
⑤-1-4  延岡健太郎 他「情報家電産業・技術経営研究会の設置について」神戸大学経済経営研究所、東京大学ものづく
り経営研究センター、経済産業省近畿経済産業局、平成16年 8月 
⑤-1-5  村上敬亮、森川毅「情報家電産業の収益力強化に向けた道筋」経済産業省、平成 16年 10 月 






































                         
⑤-1-6  渡辺好章「ネオカデンの展望」21世紀起業研究会セミナー、2003 年 12 月 
⑤-1-7  大前研一「先見性を生かす力 構想力＜下＞」ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ･ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾚﾋﾞｭｰ、ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ社、2004 年 11 月 




























































































                         
⑤-2-1  日経デジタルコア「家庭の情報化」に関するアンケート調査、日経産業新聞、2005 年 2月 19日 
⑤-2-2  総務省「デジタル情報家電のネットワーク化に関する調査研究会」電波新聞、2004 年 2月 16日 
⑤-2-3  ＤＬＮＡ：Digital Living Network Aliance 無線通信の JPEG、MPEG2、ｺﾝﾃﾝﾂ認証管理の UPｎP、ｽﾄﾘｰﾐﾝｸﾞの
HTTP、IP の V4、通信は 802の無線有線である。 
⑤-2-4  ＰＬＣ：Power Line Communication 電力線通信で工事不要、高速大容量が特徴で短波帯への干渉、通信品質の
不安定が課題。 
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モ バ イ ル
の接続 
「デジタル
ホ ー ム ワ






























































































                         
⑤-2-5  Windows ウィンドウズ アメリカのマイクロソフト社が 1986年から発売したパソコン用 OSの総称 
⑤-2-6  ＴＲＯＮ トロン 日本の坂村 健が 1984 年に提唱した機器組込みマイコンの OSの総称 
⑤-2-7  Linux リナックス フィンランドのティナス・トーヴァルドが 1991 年開発したパソコン用基本ソフト 
⑤-2-8  シンビアン Symbian イギリスのシンビアン社が開発した携帯電話用 OS 
⑤-2-５－8  集英社『imidas2003』より参照 








































































                         
⑤-3-1  「2004年度音楽メディアユーザー実態調査」日本レコード協会他、電波新聞、2005 年 5月 2日 
⑤-3-2  坂田岳史『Ｐ２Ｐイノベーションのすべて』日本実業出版社、2002年、28･100･250頁 
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⑤-4-1  「セカンドステージ」日本経済新聞、2004 年 11 月 7日 
図表 ５-４-１ 蟹型バリューチェーンにおけるプラットフォームへの期待 
 
接 続 規 格 統 一 
Ｏ Ｓ の 共 用 
認 証 登 録 
オ ン デ マ ン ド 配 信 
配 信 コ ス ト 削 減 
新 需 要 開 発 
著 作 権 処 理 
Ｔ Ｐ Ｏ の 情 報 案 内 
オ ン デ マ ン ド 配 信 
購 入 コ ス ト 削 減 
個 人 情 報 保 護 
利 用 デ ー タ 管 理 
































































































                         
⑤-4-2  國領二郎『オープン・アーキテクチャ戦略』ダイヤモンド社、1999年、35・147～149 頁 
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第５節 円盤型花びら産業及び統治企業の考えと筆者の提案との対比 
 









 だから 21C 型はタテ切りではなく輪切りにするとわかりやすく参入しやすいし、うすい
輪の中での連携ネットワークが活発であると述べている。 














のは当初筆者が第 1 章第 5 節で「風車（かざぐるま）型」といっていたのと同じではない








                         
⑤-5-1  第 1章玉田 樹 第 4章新井靖彦『日本の優先課題2000 産業創発』1999 年 野村総合研究所、37－39頁、59
－61 頁、67頁 
⑤-5-2  玉田 樹『ユビキタス・サービス産業化の構想』2005 年、野村総合研究所 137－139頁、145－146 頁、148
頁、156－157 頁、211－213頁 
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しかし同書でのマイケル．E.ポーターのバリューチェーンとの関係についての説明は希
薄であるのでせんえつ乍筆者の論点をもってくる。 
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サ ー ビ ス
端 末
業 界 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム
Ｎ Ｗ / 流 通
情 報 コ ン テ ン ツ
公 共 ・ 業 界 イ ン フ ラ
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融 合 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 
映画   音楽   放送   出版   交通   医療 
ＶＯＤ  カラオケ  ＥＣ  ゲーム   ＳＯＨＯ 
パッケージ シアター 電波 ＣＡＴＶ 通信 

































































  132 
その時、業界を形成し、動かしていくのは新しい蟹型バリューチェーンの概念であり、
コンシェルジュ型プラットフォームのモデルである。 
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「レジャー白書」 ２００１、２００２ （財）自由時間デザイン協会 





「情報通信白書 平成１６年版、平成１７年版」総務省 １６年７月、１７年６月 
「ぴあ総研 エンタテイメント白書」 ２００４ ぴあ総合研究所株式会社 
「総務省統計局 一般人口統計資料」 ２００４年版（インターネット H・P） 
「内閣府（旧経済企画庁）消費動向調査年報」 耐久消費財普及率 
「ＤＥＮＴＳＵ 広告景気年表」２００４年版 ０４年３月 電通 
               ＣＬＩＰ ９２年１２月 




（社）日本電子機械工学会 １９８９年５月 １９９４年５月 １９９９年６月  
（社）電子情報技術産業協会 ２００３年６月 ２００４年６月        
「カラオケ歴史年表」 全国カラオケ事業者協会 １９９９年９月  
「カラオケ白書 ２００３」 全国カラオケ事業者協会 ２００３年６月  
「カラオケ白書 ２００４」 全国カラオケ事業者協会 ２００４年６月 
「情報メディア白書 ２００４」 ２００３年１２月 電通総研 
「情報メディア白書 ２００５」 ２００４年１２月 電通総研 
「デジタルコンテンツ白書 ０２、０３、０４」（財）デジタルコンテンツ協会  
2004 年６月 





「２００５年版ものづくり白書」 経済産業省・厚生労働省・文部科学省 ぎょうせい 
平成１７年６月 
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② 企業社史・白書・業界史 
 
「クロニカル東映 １９４７～１９９１（Ⅱ）」 東映 １９９２年１０月  
「日本ビクター７０年の歩み」 日本ビクター １９９８年３月 
「日本ビクターの６０年」 日本ビクター 昭和６２年９月  
「レコードと共に五十年」 テイチク 昭和６１年１１月  
「クラリオン─組合活動の歴史」 クラリオン 労働組合 
「音と光の未来をひらくパイオニア５０年史」 パイオニア 昭和６３年９月  
「萬画日本コロンビア８０年史」 日本コロンビア 平成２年７月  
「カラオケ白書」 クラリオン株式会社 
     昭和５６、５７、５８、５９、６０、６１、６２、６３ 
平成１、２、３、４、５、６、７、８ 
「パイオニアカラオケ白書」 １９９４年版 パイオニア 平成７年２月  
「ホームカラオケにいま新しい波」 松下電器 録音機事業部 昭和５８年７月  
「カラオケの現状と予測について」 アポロン音楽工業 昭和５７年２月  
「激動のカラオケ二十年史」 コインジャーナル １９９０年４月  
「JKA10 周年記念誌」 全国カラオケ事業者協会 ２００５年１月  
「検証 日本ビデオソフト小史」 中村朗 映像新聞社 １９９６年７月  
「電子工業５０年史」(社)日本電子機械工業会 
「流行歌２０世紀」 長田暁二 全音楽譜出版社 ２００１年１１月 
「昭和キャバレー秘史」 福富太郎 河出書房新社 １９９４年４月 
「歌声喫茶「灯」の青春」 丸山明日香 集英社 ２００２年１１月 
「ブラスバンドの社会史」 阿部勘一 他 青弓社 ２００４年９月 
「百年感覚 1905/1945/2025」 電通総研 電通 ２００５年１月




「ＢＣＧ戦略コンセプト」 水越 豊 ダイヤモンド社 ２００３年１１月  
「イノベーションのジレンマ」クレイトン・クリステンセン 伊豆原弓 翔泳社   
２０００1年７月  
「企業家とは何か」Ｊ．Ａ．シュンペーター 清成忠男 東洋経済新報社  １９９８年
１２月 
「イノベーションと起業家精神」（上・下）Ｐ．Ｆ．ドラッカー 上田惇生訳 ダイヤモ
ンド社  １９９７年１１月  
「技術経営の考え方」出川 通 光文社 ２００４年４月  
「技術革新と経済発展」 弘岡正明 日本経済新聞社 ２００３年６月 
「イノベーションダイナミクス」Ｊ．Ｍ.アッターバック 大津正和・小川進訳 有斐閣 
１９９８年１１月  
「ビジネス・アーキテクチャー」藤本隆宏・武石彰・青島矢一 有斐閣 ２００１年４月  
「オープン・ナレッジ・プラットフォーム」齋藤淳一、村上 勲 日経ＢＰクリエーティ
ブ ２００４年１２月 
「オープン・アーキテクチャ戦略」國領二郎 ダイヤモンド社 １９９９年１１月 
「インターネット社会のマーケティング」石井淳蔵・厚美尚武編 有斐閣 ２００２年 
３月  
「経営戦略論」石井淳蔵・奥村昭博・加護野忠男・野中郁次郎 有斐閣 １９８５年９月  
「現代マーケティング」嶋口光輝 石井淳蔵 有非閣 １９９６年４月  
「ＩＴ革命時代のサービス・マーケティング」南方建明・堀 良 ぎょうせい  
２００２年３月  
「ベンチャーハンドブック」 水野博之監修 日刊工業新聞社 ２０００年１２月  
「出会いの場の構想力」 古川一郎 有斐閣 １９９９年１１月 
「わが国の加工組立型製造業におけるスマイルカーブ化現象―検証と対応」木村達也  
エコノミックレビュー ２００３年１０月 
「アントレプレナーシップ入門」 Ｄ．Ｊストーリー 忽那憲冶､安田武彦、高橋徳行 
有斐閣 ２００４年１月 
「企業内起業家」 ギフォード・ピンチョー 清水紀彦 講談社 １９８９年９月  
「オープンソースと次世代ＩＴ戦略」 末松千尋 日本経済新聞社 ２００４年５月  
「製品開発の知識」 延岡健太郎 日本経済新聞社 ２００２年９月  
「プラットフォーム・ビジネス」‘９４冬季特別号 今井賢一＋国領二郎編 情報通信 
総合研究所 
「オープンソリューション社会の構想」 國領二郎 日本経済新聞社 ２００４年７月  
「競争戦略論(Ⅰ)」 M.E.ポーター 竹内弘高 ダイヤモンド社 １９９９年６月  
「競争優位の戦略」 M.E.ポーター 土岐 坤 他 ダイヤモンド社 １９８５年１２月  
「ハードウェアとソフトウェアの事業統合と戦略形成-音響映像業界における 
共統合戦略-」組織科学 VOL26 No. 2 柴田 高  １９９２年９月 




「バリューチェーン解体と再構築」 ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾚﾋﾞｭｰ ダイヤモンド社  
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１９９８年１２月 
「バリューチェーン・マネジメント」ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾚﾋﾞｭｰ ダイヤモンド社  
２００１年８月 
「マルチメディアビジネスとコラボレーション」 小沢 隆弘 ビジネスレビュー  
ＶＯＬ42. No.4 １９９５年５月  
「組織論」 桑田 耕太郎 / 田尾雅夫 有非閣 １９９８年４月  
「京様式経営－モジュール化戦略」 末松千尋 日本経済新聞社 ２００２年８月  
「オープンネットワーク経営」 國領二郎 日本経済新聞社 １９９５年９月  
「マルチプロジェクト戦略」 延岡健太郎 有非閣 １９９６年１０月 
「デコンストラクション経営革命」内田和成 日本能率協会マネジメントセンター  
１９９８年１１月 
「情報技術と事業システムの進化」 井上達彦 白桃書房 １９９８年４月  
「ネットワーク産業の展望」 南武鶴彦 伊藤成康 木全紀元 日本評論社 １９９４年
３月 
「ｅコミュニティの誕生とマーケティングの革新」古川一郎 一橋ﾋﾞｼﾞﾈｽﾚﾋﾞｭｰ  
２００１年ＡＵＴ 
「場のマネジメント序説」伊丹敬之 組織科学第２６巻第１号 １９９２年７月 
「マーケティングにおけるイノベーション研究の課題と展望」石井淳蔵 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾚﾋﾞｭｰ 
Ｖｏｌ．４５ Ｎｏ．１ 
「学際的コラボレーションのジレンマ」リー・フレミング ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾚﾋﾞｭｰ  
ダイヤモンド社 ２００４年１２月 
「企業ドメインの戦略論」榊原清則 中央公論社 １９９７年４月 
「日本を変える新成長産業」牧野昇 月尾嘉男 ＰＨＰ研究所 １９９４年９月 
日本経済新聞 経済教室「知識社会と企業」野中郁次郎 ２００５年１月２７日～ 
２月７日 
日本経済新聞 経済教室「２１世紀と資本主義―(５)技術と情報」杉原薫 ２００５年 
２月１５日 
「技術経営入門 改訂版」藤末健三 日経ＢＰ社 ２００４年２月 
「新・技術経営論」山之内 昭夫 日本経済新聞社 ２００３年１０月 
「日本企業のマーケティング行動」石井淳蔵 日本経済新聞社 １９９１年７月 
「モジュラー化、オープン化」武石 彰 一橋ﾋﾞｼﾞﾈｽﾚﾋﾞｭｰ ２０００年ＷＩＮ 
「ゼミナール経営学入門」伊丹 敬之 加護野忠男 日本経済新聞社 ２００４年２月 
「チェンジ・リーダーの条件」Ｐ．Ｆ．ドラッカー 上田惇生編訳 ダイヤモンド社  
２０００年１０月 




松下電器 経営責任会議「ｅｐ事業の取組み」前川洋一郎 ２００２年９月２８日 
松下電器 中村邦夫社長経営方針「ネット家電を牽引するサービス」２００１年１月 
１０日 パナニュース 
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「産業進化のダイナミズム」アニタＭ．マクガーハン ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾚﾋﾞｭｰ  
ダイヤモンド社 ２００５年２月 
「ｅエンタープライズへの挑戦」程近 智 勝屋信昭 日置直史 ダイヤモンド社  
１９９８年 








日本経済新聞 ２００４年１０月２５日 経営の視点 水野裕司 
日本経済新聞 ２００４年１月１４日 経済教室「IT多様化への対応こそ」 坂村 健 
２００４東京国際デジタル会議 パネルディスカッション 丸山 利雄 山口 南海夫 
高橋 進 若林 秀樹 日経ビジネス ２００４年１０月２５日 




「プラットフォーム型経営戦略と協働の未来形」國領 二郎 組織科学 第３１巻第４号 
１９９８年６月 
「プラットフォーム・リーダーに必要とされるものは何か」アナベル・ギャワー/マイケ
ル・Ａ・クスマノ 一橋ビジネスレビュー ２００４年ＳＵＭ 
「メディアソフトの市場動向から見る融合の現状」菅田洋一 情報通信学会誌 Ｖｏｌ．
２２ Ｎｏ．１ ２００４年 
「マルチメディア ビジネスとコラボレーション」小沢 隆弘 ビジネスレビューＶｏｌ．
４２ Ｎｏ．４ １９９５年５月 
「ユビキタス・サービス産業化の構想」玉田 樹 野村総合研究所 ２００５年３月 
「バリューチェ－ン進化論」高橋 輝男 流通研究社 2005 年３月 
「日本の優先課題 2000 産業創発」橋本 昌三 発行 野村総合研究所 1999 年 12 月 
「プラットフォームﾘｰﾀﾞｰシップ」 アナベル・ガワー/マイケル・Ａ・クスマノ 小林敏
男監訳 有斐閣 ２００５年３月 
「製品戦略マネジメントの構築」 伊藤宗彦 有斐閣 ２００５年６月 
「バンドワゴンに乗る」 ジェフリー・Ｈ・ロルフス 佐々木勉訳 ＮＴＴ出版 ２００
５年６月 
「イノベーションと産業組織」 田中悟 多賀出版 ２００５年６月 
「超企業・組織論」 高橋伸夫編 有斐閣 ２００３年１１月 
「ユビキタス社会を担うプラットフォーム機能の充実・強化策」 今川拓郎 原総合知的
通信システム基金 ２００５年７月 





「テレマティクス」 藤田 憲一 日刊工業新聞社 ２００２年１１月 
「インターネット」 村井 純 岩波新書  １９９７年１２月 
「テープレコーダ」 津野尾 忠昭 日刊工業新聞社  昭和４６年４月 
「８トラ商品の歩み」 中林 憲治他 松下電器録音機事業部２０Σスーアンコグループ  
昭和５５年１１月 
「テレビゲームとデジタル科学」国立科学博物館／東京放送／読売広告 ２００４年７月 
「ビデオディスクが開く世界」 神尾 健三 中公新書 昭和６０年２月 
「画の出るレコードを開発せよ」 神尾 健三 草思社 １９９５年４月 
「パイオニアＬＤ戦略会議室」 本多 晋介 日本文芸社 平成３年１０月 
「ユビキタス・コンピュータ革命」坂村 健 角川書店 ２００２年９月 
「体系的に学び直すＤＶＤのしくみ」神崎 洋治・西井 美鷹 日経ＢＰソフトプレス  
２００３年６月 
「これから始めるパソコン通信」杉浦 司 講談社  １９９５年７月  
情報処理学会「情報処理」Ｎｏ４  今中 良一 松下電器 1999 年 4月 
「通信ネットワーク入門講座」井上 伸雄 電波新聞社 ２００３年１２月 
「ハードディスク＆ファイルシステム活用」阿久沢 晃久 ソフトバンクパブリッシング 
２０００年３月 
「ハードディスク装置の構造と応用」岡村 博司 ＣＱ出版 ２００４年７月 
「よくわかるディスクレコーダ」河村 正行 電波新聞社 ２００３年１月 
「図解ＩＳＤＮ─多目的インターフェイス」鈴木 滋彦 オーム社  平成１０年１１月 
「これから情報・通信市場で何が起きるのか」野村総合研究所（'04 年版）（'05 年版）          
東洋経済新報社  ２００３年１２月、２００５年１月 
「ズバリわかるＨＤＤ＆ＤＶＤ」ＰＣ ＢＯＯＫ編集部 宝鳥社 ２００１年８月  
「デジタル技術革新と音楽ビジネスのゆくえ」武石 彰 一橋ビジネスレビュー   
２００４年ＳＵＭ  
「P2P イノベーションのすべて」坂田岳史 日本実業出版  ２００２年１月  
「マルチメディア化の先行が明らかにしたビデオ映像としてのカラオケの諸特性」 
生明俊雄 情報通信学会誌 VOL１７ No.１ １９９９年  
「通信・放送産業における融合の現状と将来」木村 幹夫 情報通信学会誌 VOL22. 
No.1  ２００４年 
「ディジタル・イノベーションとしてのマルチメディア－情報産業論的アプローチ」 
菊地実 情報通信学会誌ＶＯＬ12.Ｎｏ．1 １９９４年  
「通信・放送産業の地殻的変動と産業融合の進展」田川義博  情報通信学会誌ＶＯＬ22 
Ｎｏ．1 ２００４年 
「フラッシュメモリービジネス最前線」 石原昇 宮崎智彦 工業調査会 ２００１年 
３月  
「ＩＴ革命 －ネット社会のゆくえ－」 西垣通 岩波書店 ２００１年５月  
「マルチメディア」 西垣通 岩波書店 １９９４年６月  
「デファクト・スタンダードの本質」 新宅純二郎 許斐義信 柴田高 編 有斐閣  
２０００年１１月  
「戦後日本の磁気記録産業 －1950 年代のテープレコーダー・ＶＴＲ産業と放送用市
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場」林 拓也 経営史学 ＶＯＬ34 Ｎｏ.1  １９９９年 
「通信・放送の融合－その理念と制度変容」菅谷実/清原慶子編 日本評論社 １９９７
年３月  
「デジタル時代の著作権基礎講座/改訂第 5 版」㈳コンピュータソフトウェア著作権協会  
平成１６年１０月  
「ＤＶＤカラオケ商品開発への想い」小林恒男 宮下厖 舩坂栄一 日高恒義 藤本正熙 
日本ビクター７５周年記念出版 
「ボトルネックとプラットフォームの法理論」足立育美 情報通信学会誌 Ｖｏｌ．１４ 
Ｎｏ．２ １９９６年 
「創立１０周年記念講演―２１世紀を拓く情報通信 情報社会とＣ＆Ｃ」関本忠弘 情報
通信学会誌Ｖｏｌ．１１ Ｎｏ．４ １９９４年 
「メディア融合とその技術」小牧省三 情報通信学会誌 Vol.22 Ｎｏ.１ ２００４年 




「カラオケ文化大革命」 藤尾 二次雄 汐文社 １９９４年１０月 
「メディア時代の音楽と社会」 小川 博司 音楽之友社 １９９３年１０月 
「ポップ・コミュニケーション全書」 アクロス編集室 ＰＡＲＣＯ １９９２年７月 
「カラオケ天国の誕生」 朝倉 喬司 宝島社 １９９３年１０月 
「カラオケ・アニメが世界をめぐる」白幡 洋三郎 ＰＨＰ研究所  １９９６年１０月 
「宴会とパーティ」 サントリー不易流行研究所 都出版 １９９６年５月 
「タイアップソング・マーケティング」 岸本 祐一・田中 達彦 同文館出版  
平成１０年３月 
「カラオケ海を渡る」大竹 昭子 筑摩書房 １９９７年３月 
「カラオケバカ一代」ジョージ 朝倉 祥伝社 ２００３年６月 
「カラオケの科学」中村 泰士 はまの出版  １９９７年３月 
「麻雀・カラオケ・ゴルフはおやめなさい」長谷川 慶太郎 ＰＨＰ研究所 １９８９年
１１月 
「人はなぜ歌うのか」 丸山 圭三郎 飛鳥新社 平成３年４月 
「松下の次世代ｅネット戦略」野口 悟・門脇 仁 日経ＢＰ企画 ２００２年８月 
「たかがカラオケ、されどカラオケ」飛矢 久良 六興出版 １９９１年４月 
「戦後史開封」 武井 功 産経新聞ニュースサービス 平成７年３月 
問題小説 ２００３年３月号 
「昭和怪人伝 カラオケを創った男」大下 栄治 徳間書店 
「平尾昌晃のカラオケ１００点満点」平尾 昌晃 日音楽譜出版社 昭和５８年１１月                
「日本ビクターＶＨＤカラオケ」プレジデント’８５年１月号 岩井 正和 プレジデン
ト社 
「現代 ”カラオケ”考 －学際的接近の試み」日本ポピュラー音楽学会準備会/カラオ
ケ・シンポジウム実行委員会  １９９０年９月 
「コア・ビジネスの変遷とリーダーの役割」 安井義博 ＵＳフォーラム講話要約第 
246 号 平成１６年１月  
週刊ＢＣＮ 連載コラム「大遊泳時代」前川 洋一郎  ２００４年１月～
7,11,12,16,20,36,37,38 号 ＢＣＮ社 
「２０世紀名言集」造事務所 情報センター出版局  ２０００年１１月 
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「テクノ・ヒーローの伝言」 滝田 誠一郎 小学館 ２００１年８月 
「カラオケ創世記・四人の元祖を見つけた」富澤 一誠 現代 １９８９年１月号 
「大阪クイズ─浪花の１００不思議」高城 善三郎 ＪＤＣ １９９７年７月 
「カラオケテープ屋繁盛記」森 彰英 月刊宝石 １９７９年９月号 
「市場最前線」 ブレーン 昭和５８年１月号 
「月刊 カラオケファン」 発行 ミューズ 
「月刊 歌の手帖」 発行 マガジンランド 
「月刊 エンジャル」 発行ユーズミュージック 
「カラオケビジネス」 発行 綜合ユニコム 
「通信カラオケの謎」 田中 敬一郎 エコノミスト 毎日新聞社 １９９６年１月 
３０日 
「通信カラオケも次世代を目ざす」エレクトロニクス 熊谷 達也 第一興商 １９９５
年１月 
特集「カラオケは世界のかたちを変える」1994 年７月思想の科学№１８   
「カラオケ性格判断」田村 正晨 パンリサーチインスティテュート 昭和６１年１０月 
「カラオケ文化産業論」野口恒 前川洋一郎 川上礼二 ＰＨＰ研究所 ２００５年３月 
「月刊カラオケ ONGAKU」発行 颯爽社 
「月刊歌謡アリーナ」発行 アニス 










平井岳哉 １９９９年１０月経営史学会第 35回全国大会報告集 
「現代ビデオゲーム産業における 1990 年初頭の競争課程」藤田 直樹 １９９９年 
１０月経営史学会第 35回全国大会報告集 
「ＡＪＡ ＮＥＷＳ」有限責任中間法人 日本動画協会会報 ２００３年１月～２００４
１２月 
「ＣＥＳＡゲーム白書 2004」(社)コンピュータエンターテインメント協会 Ｈ１６年 
７月 
「ＤＣＡ Ｎｅｗｓ」 (財)デジタルコンテンツ協会 ２００４年９月  
「踊るコンテンツビジネスの未来」畠山けんじ 小学館  ２００５年１月 
日本経済新聞連載ゼミナール 「産業文化力が拓く」今井賢一 中村 伊知哉 小野打恵
２００５年１月～２月スタンフォード日本センター  
「メディア・テクノロジーの高度化とテレビ文化の変容」稲増龍夫 思想 １９９２年 
９月号  
「戦略研究の視角―映像産業の実証研究を通して」林 昇一 寺東 寛治 組織科学 
１３巻３号 組織学会 昭和５４年１０月 
「情報家電」佐藤 淳 一橋ビジネスレビュー ２００１年ＷＩＮ 
「アミューズメント２００６年度版」山田紘祥監 産学社 ２００５年１月 
「アミューズメントの現状と可能性」田村俊彦 久保田茂隆ゼミナールＨＰ ２００５年
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４月 
「ポピュラー音楽は誰が作るのか」生明 俊雄 勁草書房 2004 年８月 
「ひと目でわかる日本音楽入門」田中 健次 音楽之友社 2003 年５月 
「「魅留来」民事・刑事事件判例集」（社）日本音楽著作権協会 平成７年３月 
「デジタル時代の著作権基礎講座」（社）コンピュータソフトウエア著作権協会 平成 16
年 10 月 
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(社)日本音楽著作権協会 広報部長 梅津 裕、演奏部長 世古 和博、大阪支部長 木
林 誠 
(社)日本レコード協会 広報部主任 新屋 泰造 
(社)日本映像ソフト協会 業務部長 後藤 健郎 
全国カラオケ事業者協会 専務理事 片岡史朗 最高顧問 毛塚 昇之助 
(社)電子情報技術産業協会 関西支部 事務局長 由井 俊二郎 
(社)インターネットサービスプロバイダ協会 専務理事 境 輝正 
(社)日本ケーブルテレビ連盟 専務理事 清水 卓 
(財)デジタルコンテンツ協会 専務理事 角田 周一 
音楽電子事業協会  常務理事 佐々木隆一 
日本ポピュラー音楽学会 関西大学教授 小川 博司 
ネットワーク音楽著作権連絡協議会 代表世話人 佐々木 隆一 






日本カラオケスタジオ協会 事務局長 荒木 作雄 







ドリームミュージック 取締役 上田 正勝 
テイチクエンタテインメント 部長 宮田 哲治 
コロンビアミュージックエンタテインメントＣＥＯ 廣瀬禎彦 
ビクター民謡・舞踊連盟 理事長 田畑 秀明 
ビクターエンタテインメント 社長 渋谷 敏且 ネットビジネス推進室長 小森 治信 
ブエナビスタホームエンタテイメント 日本代表 塚越 隆行 
         マーケティングディレクター 高橋 雅美 
廣済堂 社長 長代 厚生 
作曲家 もず 唱平 
大衆音楽研究家 長田 暁二 
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③ メーカー 
パイオニア ディスプレイプロダクト 取締役 村上興雄 広報グループ 統括  葛原 
眞 プラズマディスプレイカンパニー 参事 佐藤達郎 チーフ 眞壁文夫 
クラリオン 広報部長 岡澤 一正 広報課長 伊藤 邦彦 
ブラザー工業 NID 開発部室長 安友 雄一 広報総務部 河井 昭人 
日本ビクター AV＆マルチメディアＣｏ 理事 高橋 康夫 
 プロシステムカンパニー 主席 小島 勉 
ソニー    上席常務            野副 正行 
トヨタ    ＩＴ営業部 ＩＴＳ推進室長   稲葉 功 
       e-TOYOTA 部 企画開発室長 藤原 靖久 






佐藤興産 社長 佐藤 洋一 
シダックスコミュニティ 営業企画部長 峰 なおこ 常務 古橋 俊彦 
エクシング 社長 土岐 高廣 グループ長 渡辺 美宏 取締役 吉田 篤司 
ＪＯＹＳＯＵＮＤ 深見 亮洋 松田 真治 
第一興商 会長  保志 忠彦 取締役  村井 裕一 広報課長 関森 英雄 顧問 
三野 浩 
タカラ 広報室 浅沼 茜  ガールズライフマーケティング部 池田 哲也 
ファンシーAFJ 副社長 石床 昭彦 
ＢＭＢ 社長 加茂 正治 副社長 仲島 幸雄 企画課長 樋口 謙一郎 
ＵＳＥＮ 社長室長 紺屋 勝成 




IMAJICA ﾐｭｰｼﾞｯｸｻﾃﾗｲﾄ 社長 草野 雄次 
ＵＳＥＮ 社長室長 紺屋 勝成 社長 宇野 康秀 
ジュピターテレコム 社長 森泉 知行 事業開発部 掛水 保典 
スカイパーフェクトコミュニケーションズ コンテンツ調達部長 江口 覚郎 
アニス 月刊歌謡アリーナ 社長・編集長 内村 耕一 
毎日放送 社長 山本 雅弘 
ＮＴＴコミュニケーションズ 常務 野村 雅行 
ミューズ 月刊カラオケファン 社長 荒内 幾雄 
電波新聞社 京都支局 岡本 金丸 
オフィスＮ 社長 西 正 
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マガジンランド 月刊歌の手帖  編集長 山崎 博世 
ユーズミュージック 月刊エンジェル 編集長 森島 みちお 
綜合ユニコム 季刊カラオケビジネス  常務 湯本 隆信  編集長 多田 義則 
産経新聞 編集委員 湯浅 明 




ミュージックネットワーク 社長 三谷 佳之 
ミュージック・ドット・ジェイピー 会長 佐々木 隆一 
レーベルゲート 専務 保科 裕 
ソニーコミュニケーションネットワーク 社長 山本 泉二 






イノウエ 社長 井上 大佑 
カサタニ 取締役 駒宮 健太郎 
スタジオＳＤ 社長 安田 稔冶 
居酒屋 店主 田子山 秀人 
ピー・ドゥ 社長 馬渕 邦彦 
ゴールドマンサックス証券 Ｍ．Ｄ 中湖康太 
ボストンコンサルティンググループ Ｖ．Ｐ菅野 寛 
ミロス建築事務所 夏秋 勇三 
松下電器ＯＢ 中林 憲治 
松下電池工業 参事 慶秀 誠一 
ＹＲＰユビキタスネットワーキング研究所 所長 坂村 健 
大阪大学フロンティア研究機構 特任教授 今中 良一 
ディスクウェア 技術総括 四角 利和 
イーウィズユー 社長 松田 俊介 
アスランテック 社長 下間 夏 
アイコム 顧問 吉田 正昭 
総務省情報通信政策局総合政策課長補佐 今川 拓郎 
松下電器ＯＢ 河本 欣士 
茨城大学 教授 田中 健次 
広島経済大学 教授 生明 俊雄 
大阪商業大学 教授 数家 鉄治 助教授 松村 政樹 
淑徳大学 専任講師 阿部 勘一 




国立国会図書館 関西館長 生原 至剛 
東京都立日比谷図書館 
(社)日本経済団体連合会 情報メディアグループ 村橋 勝子 
神戸大学 経済経営研究所 附属図書館 関口秀子 
大阪市立中央図書館 
神奈川県立川崎図書館 館長 岩田 文隆 
(社)日本工業倶楽部 
大阪産業創造館 
(財)日本経営史研究所 専務理事 河上 増雄 
古賀政男音楽博物館 学芸員 漆山 賢明 
 
以上 







るグループ経営の概況」1997 年 11 月通巻 52 
② 著書 
単著「実直に生きる」（松下電器の企業家史）1993 年８月 タッド大広 












件」2000 年９月 29日（紙上掲載） 
ＴＢＳ系列全放送局 第 16 回ＪＮＮデジタル勉強会・単独「デジタルネットワークの動
向と地域情報サービスの今後」2004 年１月 30日 
日生・毎日共催フォーラム 21・単独「エレクトロ二クス業界の新潮流と松下電器の超製




ラオケ産業をケースとして」2005 年８月 29 日
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⑥-7-1 畠山けんじ『踊るコンテンツビジネスの未来』小学館、2005年 3頁、86頁、105 頁、193 頁、195頁 


























                         
⑥-1-2  『アミューズメント 2006 年度版』山田鉱祥、産学社、2005年、5‐6頁、40－41 頁 
⑥-1-3  『広辞苑 第四版』新村 出 編、岩波書店、1991年  
⑥-1-4  『エンタテインメント白書 2004』笹井裕子編、ぴあ総合研究所 
⑥-1-5   『デジタルコンテンツ白書２００４』今井賢一、（財）ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ協会、2004 年、46頁 















































BOX 音 楽 


















○ △ ○ ― ○ 
 
平成 17年 3月 26 日 






































                         
⑥-1-6  『産業文化力が拓く』今井賢一、中村伊知哉、小野打恵、日本経済新聞ゼミナール第 3回、2005 年 1月～2月 
⑥-1-7   小泉純一郎内閣総理大臣 第 154 回国会施政方針 2002 年 
⑥-1-8   ＤＣＡＪ News 2004.9.10 号 (財)デジタルコンテンツ協会 






































                         
⑥-1-9  『デジタル時代の著作権基礎講座/改訂第 5版』Ｈ16年（社）ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｪｱ著作権協会 71 頁 
⑥-1-10  『情報メディア白書２００５』2004年 電通総研 ダイヤモンド社 70頁、84‐97頁、100‐105頁、108‐
119 頁 














1970 年代 アメリカで勃興 
1972 年 米国で業務用アタリ社「ポン」大ヒット 
1975 年 アタリ社 １０００万台普及 しかし、マイコン技術への対
応遅れで、米国業界は縮小 
1980 年代 ゲーム産業の中心は日本へ移行 
第一世代 
1982 年 ８ビットゲーム機 １３社乱立（ＭＳＸ構想）⑥-1-13   
1983 年～1997 年 ８ビットファミコン１９００万台 ソフト「スー
パーマリオブラザーズ」――２次元動画処理技術スプライト
方式 
第二世代  １６ビットスーパーファミコン ナムコとソニーが提携 
1990～2000 年 セガ・サターン １７００万台 
――３次元リアルタイム ＣＧ技術 
第三世代 ソニー・プレステ １９９５～２００３ １９００万台 








                         
⑥-1-11  『情報メディア白書２００４』電通総研 ダイヤモンド社 2003 年 100頁 
⑥-1-12  『現代ビデオ・ゲーム産業における１９９０年代初頭の競争過程』藤田直樹、1999 年 1月第35回経営史学会全
国大会報告集 
⑥-1-13  ＭＳＸ Micro－SoftX 1983 年マイクロソフトとアスキーの提唱による８ビット家庭用 PCの標準規格 ＊集英
社『ｉｍｉｄａｓ2003』より参照 






































                         
⑥-1-14  「テレビゲームとデジタル科学」吉田眞木、大槻真美子、内田幸二編集、国立科学博物館/東京放送/読売広告、
2004 年、168～169頁 






































                         
⑥-1-15  「コンテンツビジネス新潮流」BCN ﾆｭｰｽ 2005 年 1月 31 日号、BCN社、久保田 裕 
⑥-1-16  『思想』1992 年 7月号「メディアテクノロジーの高度化とテレビ文化の変容」稲増龍夫 





































ビデオレンタル店は 6300 店に縮小し、大手の TSUTAYA、ゲオの 2社の寡占である。 
デジタル化によって、ＣＳ放送市場はＶＯＤが注目されており、映画館も観客数に応じて、
                         
⑥-1-17  「日本におけるアニメ・マーケティングの歴史」高柳美香、第 4回経営史学会全国大会報告集、2004 年 10月 






















（デジタルコンテンツ白書 2004 及び各種情報より筆者が修正） 
 カラオケ ゲーム アニメ 
市場規模 2003 年  8726 億円 （ユーザー市場規模） 
2003 年 11,244 億円 
内 アーケード 6841 億円 
2003 年 1912 億円 
映像+放送+映画＝約 4000 億 
ユーザー人口 2003 年 4950 万人 唄好き （自己表現コミュニケーション） 
2003 年 3060 万人 ゲーム狂 
（ｱｰｹｰﾄﾞ 2450 万人）（自己一体 目標達成） 
おたく族 
マンガファン 
映画人口 4150 万人 
事業者 カラオケ 大手 3 社＋α 
ﾋﾞﾃﾞｵﾒｰｶｰ 大手 3 社 ｱｰｹｰﾄﾞﾒｰｶｰ 68 社 
ゲーム出版 120 社 + ｲﾝﾃﾞｨｰｽﾞ 
ゲームプロ 600 社 + ソフト販売 202 社 
家庭用 任天堂 ﾏｲｸﾛ ｿﾆｰ 
世界ｼｪｱ 20% 35% 39% 
日本ｼｪｱ 18%  
アニメ元請 50 社 +独立ｱﾆﾒｰﾀｰ 
アニメ下請 390 社 
拠点 
カラオケＢＯＸ 
ﾒｶﾞクラス 約 50 社 ﾐﾄﾞﾙｸﾗｽ 約 1000 社 
10,480 施設 135,400 室 
スナック・喫茶・教室・大会 
ｹﾞｰﾑｾﾝﾀｰ 約 6800 店  
ｹﾞｰﾑ設置店 約 2 万拠点 
専売小売店 1724 店 
映画館 268１拠点 
レンタル 6300 店 
歴史 
8 トラック時代 1976 年～ 
 8 トラ・カセット・ビデオ 
ディスク・チェンジャー時代 1982 年～ 
 ＬＤ・ＶＨＤ・ＣＤ 
通信・ＨＤＤ時代 1992 年～ 
 ＢＯＸ・回線 
ＮＥＴ配信時代 2000 年～ 
 メモリーカード・携帯・テレビ 
第１世代（8 ﾋﾞｯﾄ）1982 年～ｽﾌﾟﾗｲﾄ技術 
  ファミコン（ｽｰﾊﾟｰﾏﾘｵﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ） 
第２世代（16 ﾋﾞｯﾄ）1990～3 次元 CG 技術 
ｽｰﾊﾟｰﾌｧﾐｺﾝ、ｾｶﾞｻﾀｰﾝ 
第３世代 1995 年～ ｿﾆｰ・ﾌﾟﾚｽﾃ  
第４世代 2000 年～ ｿﾆｰ・ﾌﾟﾚｽﾃ 2 DVD 
第一期 1963 年～ ﾃﾚﾋﾞｱﾆﾒ「鉄腕ｱﾄ
ﾑ」 ﾌｧﾐﾘｰと子供 
第二期 1970 年～80 年半ば おたく族 
ｱﾆﾒ雑誌 子供から青年層 
第三期 1980 年～90 年代 大衆化 
1985 年 ｽﾀｼﾞｵｼﾞﾌﾞﾘ 
















社会問題 騒音、著作権、ＢＯＸ非行 教育情操、ゲーセン非行、ひきこもり 教育情操、おたく族 
平成 17 年 4 月 9 日 
©Y. Maekawa 
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図表 6-1-4 複雑に絡み合うアミューズメント業界 
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図表 ６－１－３ 
カラオケ・ゲーム・アニメのバリューチェーン/プラットフォームの対比 
（情報メディア白書 2005 に筆者が修正） 
 音楽 カラオケ ゲーム コンピュータゲーム 映画 アニメ 
























   
周辺業界 





HDD、NW 技術の進歩で P/F の主導権は配信業
者にｼﾌﾄする 
OS、ﾏｲｺﾝが主導権を持つ垂直連携で、CG・










































































絵ｺﾝﾃ  脚本 
 
動画  撮影 
 











ﾃﾚﾋﾞ ｼｱﾀｰ ﾃﾚﾋﾞ 
航空機 
BB 配信 
ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ ｷｬﾗｸﾀｰ ﾗｲｾﾝｽ 
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８トラック カセット ＶＨＳビデオ 
８ﾄﾗ４曲入り＠1600 円 
８ﾄﾗ音多 120 曲入り 
30 巻 54000 円 
ｶｾｯﾄ 4 曲入り 
＠1200 円 
VTR ﾃｰﾌﾟ 4 曲入り 
9600 円 
（1曲 2600 円） 








ＬＤ ＶＨＤ ＤＶＤ 
10 曲入り 12500 円 
  ＠1250 円 
Ｓ59 年 9800 円に値下げ 
24 曲入り 14000 円 
＠580 円 
当初 50 曲入り 15,000 円 
＠300 円 









ＭＩＤＩ １曲 150ＫＢ 
数分間 
ＭＩＤＩ ３曲 １０円 
（ＩＳＤＮ） （一般回線） 









 第一興商 ＤＡＭ 
ＵＳＥＮ 
ＢＭＢ セガ エクシング 
通信価格 毎月 500 毎月 500 曲配信 ＩＳＰ特別 通信料別 
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ソフト価格  月 18,900 円 毎月 1000 円 
歌い放題 
毎月 210 円 
歌い放題 





通信価格  入会金 2000 円 
毎月 1380 円 
毎月 250 円 
1 曲 140 円 
 
ソフト価格 データ 





  ※2004 年末現在 
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こ    ん   に  ち  は～ 



























































                         
⑥-2-1  『テープレコーダ』津野尾忠昭、日刊工業新聞社、昭和 46年 
⑥-2-2  『８トラックの歩み』中林憲治他、松下電器産業㈱、昭和 55年 
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図表 ６－２－４  録音機・８トラック～カセットの歴史 
















































































































                         
⑥-2-3  『ビデオディスクが開く世界』神尾健三、中央公論社、昭和 60年 
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 図表 ６－２-６ ビデオ・ディスクの歴史 
 




















































１９８２年    ＤＶＤ－Ａｕｄｉｏ規格発表 
ＣＤ統一規格 
１９７２年────１９７８年商品化 














ＭＤ １９９２年 オーディオ 
ＭＯ ３．５”型  ’９１～ 
   ５．２５”型 ’８９～ 
ＰＤ １９９４年（松下） 
ＣＤ－ＲＷ １９９６年、ＤＶＤ－ＲＷ １９９９年発表 
ＤＶＤ－ＲＡＭ １９９７年発表 
        ２０００年 映像用 










１９８４年 ＣＤ－Ｇ グラフィック（静止画＋文字表示） 
１９８５年 ＣＤ－Ｓ スーパーインポーズ（歌詞はＣＤ－Ｇから、映像はＬＤか
らのものを画面上で合成） 
１９９１年 ＣＤ－Ｉ インタラクティブ（ゲームや検索機能） 





























                         
⑥-2-4  「ＤＶＤカラオケ商品開発への想い」日本ビクター７５周年記念出版、小林恒男、宮下 厖、舩坂栄一、日高恒
義、藤本正熙 




































図表 ６－２-８ コンパクトディスクの歴史 



























図表 ６－２-９ DVD の歴史 
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(6)通信：ＩＳＤＮ ＭＩＤＩ、ＨＤＤの歴史と現況 
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音多（歌あり）対応 可能 可能 可能 可能 不可能 不可能 不可能 不可能 不可能
アプリケーション
業務用 スナックなど × ○ ○ ○ × ○ × × ×
カラオケボックス × ○ ○ ○ × ○ × × ×
家庭用 スタンドアロン ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×
通信対応 × × × × × ○ × × ×
パソコン × × × ○ × ○ × × ×
携帯電話用 着メロ × × × × × △ ○ ○ ○
着カラ × × × × × △ ○ ○ ○































































                         
⑥-2-5  「イノベーションのジレンマ」クレイトン・クリステンセン 玉田俊平太 監訳 伊豆原 弓 訳、翔泳社、
2004 年、27頁 
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図表 ６－２-１２ ＨＤＤの歴史と現況 
 



























                         
⑥-2-6  石原 昇、宮崎 智彦『フラッシュメモリビジネス最前線』工業調査会、2001 年 
１９９５年 ２００４年 ２００９年 
――― ５１２ＭＢ＝５０＄ １ＧＢ＝１０＄ 
１ＭＢ＝４＄ １ＭＢ＝１０￠ １ＭＢ＝１￠  











 ﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘｰ HDD テープ MO/MD 
記録 半導体ｾﾙ 磁気 磁気 光磁気 
コスト 高 並 安 そこそこ 
ﾗﾝﾀﾞﾑ
ｱｸｾｽ ○ ○ ｺﾝﾃｨﾆｭｱｽ 
○ 
小型化 ◎ ○ × △ 







長所 低消費電力 丈夫 長時間録画用  































１９９５年 ｻﾝﾃﾞｨｽｸ ＤＳＣ用 
ｳｨﾝﾄﾞｳｽﾞｻﾎﾟｰﾄ ３００ＭＢ 
１９９６年 東芝 ６４MB 
ﾒﾓﾘｰｺﾝﾄﾛｰﾗがない 互換性悪い 
１９９７年 ｻﾝﾃﾞｨｽｸ ｼﾞｰﾒﾝｽ 携帯用 ３２MB 
著作権対応なし 
１９９８年 ｿﾆｰ ６４MB 






















ﾒﾓﾘｰｽﾃｨｯｸ 世界ｼｪｱ１８％  国内需要１７，４００千枚 
ＳＤｶｰﾄﾞ 世界ｼｪｱ３２％  ２６，６００千枚 →ﾃﾞﾌｧｸﾄ化 
ﾐﾆＳＤｶｰﾄﾞ発売  ＳＤｱｿｼｴｰｼｮﾝ ７９０社 
著作権保護機能  転送速度速い １０ＭＢ/Ｓ 
合計    ２００４年出荷 世界 ２億５０００万枚 
  国内    ６２００万枚 
ＵＳＢﾒﾓﾘｰ 世界ｼｪｱ２７％  ５，５００千本  































                         
⑥-2-7『技術経営の考え方』出川 通、光文社、2004 年 17頁 
⑥-2-8『新・技術経営論』山之内 昭夫、日本経済新聞社、2003 年 45-46頁 
図表 6－2‐15 

















『技術経営の考え方』出川 通 を参照して筆者が作成 


























図表 ６－２－１４ カラオケ各方式の長所・短所 
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図表 ６－３－１ 主要カラオケ事業者の概要比較① 
   （有価証券報告書 Web 株価ﾚﾎﾟｰﾄ 各社 IR 情報より） 
   第一興商 USEN 
（有線ブロードネットワークス） BMB ブラザー工業 エクシング 
創 業  設 立 
代 表 
資 本 金 
上 場 
株 価 （ 年 高  年 安 ） 
２ ０ ０ ４ / ３ 期 
従 業 員 数 
売 上 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
１ 株 当 り 配 当 
カラオケ売上ウェイト 
専 用 ブ ラ ン ド 
業 務 用 シ ェ ア 
事 業 展 開 
 
 
基 本 戦 略 
 
１９７１年保志商店創業 

































































































ｺ ﾝ ﾃ ﾝ ﾂ 、 G-
Book 向け 
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図表 ６－３－１                            主要カラオケ事業者の概要比較②  
   京セラ タイトー セガサミー セガ 
創 業  設 立 
代 表 
 
資 本 金 
 
上 場 
株価（年高 年安）  
２ ０ ０ ４ ／ ３ 期 
従 業 員 数 
売 上 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
１ 株 当 り 配 当 
 
カラオケ売上ウェイト 
専 用 ブ ラ ン ド 
業 務 用 シ ェ ア 




基 本 戦 略 
 
１９５９年設立 




S49 東証、大証 一部 
 
連結      単独 
５７８７０名 １３６０４名 
















68 億円 ’86 京ｾﾗｸﾞﾙｰﾌﾟ 
36.4% 


















里見 治 会長 
























84 年 CSKG 1275 億円 
H15 ｻﾐｰｸﾞﾙｰﾌﾟ 東証１部 
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図表 ６－３－１                         主要カラオケ事業者の概要比較③  
  ワキタ ＣＴＡ 日本ビクター ﾋﾞｸﾀｰﾚｼﾞｬｰｼｽﾃﾑ 
創 業  設 立 
代 表 
資 本 金 
上 場 
株 価 （ 年 高  年 安 ） 
２ ０ ０ ４ ／ ３ 期  
 
従 業 員 数 
売 上 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
１ 株 配 当 
カラオケ売上ウェイト 
専 用 ブ ラ ン ド 
業 務 用 シ ェ ア 













































寺田 雅彦 社長 
３４１．１５億円（松下５２．４％） 
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記録 
世相 バ ブ ル
崩壊 
不況深刻 














企 業 ぐ る
み不正 

















































































































































































カ ラ オ ケ
BOX 

























ガ ー デ ニ
ン グ グ ッ
ズ 














い や し 系
商品 






























キャンペーン 日 本 を
休もう 


























馬 鹿 い っ
て ん じ ゃ



























    1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2003 
    S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H15 
日本人口 国勢調査 98,275 千人 103,720 111,940 117,060 121,049 123,611 125,570 126,926 127,620
年平均増加率 1.02% 1.08 1.54 0.90 0.67 0.42 0.31 0.21
総世帯数 24,290 千世帯 28,093 32,141 36,015 38,133 41,036 44,108 47,063
平均世帯人員 4.08 人 3.73 3.48 3.25 3.17 3.01 2.85 2.70
核家族世帯割合 
（夫婦と子供のみ） 









（0～14 才/15～64 才/65 才～） 25.6%/68.1%/6.3% 23.9/69.0/7.1 24.3/67.8/7.9 23.5/67.4/9.1 21.5/68.2/10.3 18.2/69.7/12.1 16.0/69.5/14.6 14.6/68.1/17.4 14.0/66.9/19.1 
年間総実労働時間 2,315h 2,239 2,064 2,108 2,110 2,052 1,909 1,859 1,846







103,634 円 215,509 305,549 373,693 440,539 482,174 472,823 440,461
 
 
図表 6-6-1 
